
平成２３年度 一般監査について

東北地方整備局

平成２３年度において、東北地方整備局管内１３の事務所（管理所を含む。）及び河川

部を対象に実施した「一般監査」について、その結果を取りまとめましたので公表いたし

ます。

監査は、事務の合理的運営、官紀の保持及び不正行為の防止に資することを目的として

行っているものであり、平成２３年度は以下のとおりの一般監査を行いました。

１．監査項目

（１）全地方整備局等共通重点項目

① 行政情報の管理等について

② コンプライアンス ～官紀の保持・不正行為の防止等について～

（２）東北地方整備局監査重点項目

① 事故防止の取組について

② 職員の健康管理・保持増進について

③ 業務改善による経費節減について

④ 入札・契約業務の実施状況について

⑤ 施工プロセスの取組状況について

（３）その他通常項目

① 事務関係

② 技術関係

③ 用地関係

（４）推奨事例

２．監査日程

平成２３年８月２９日から平成２４年１月３１日まで

３．監査対象事務所

一般監査については、３年間ですべての事務所を一巡する計画で実施しており、平

成２３年度においては管内４１事務所のうち１３事務所及び河川部について監査を行

いました。

４．監査結果

一般監査の結果、「事態が重大でかつ急を要すると認める事項」はありませんでし

たが、「軽易な事項」については、監査の中で改善を求めその後改善が図られました。
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はじめに

本報告書は、平成２３年度において実施した一般監査結果を取りまとめた

ものである。

平成２３年３月１１日（金）１４時４６分、太平洋三陸沖を震源として発

生した東北地方太平洋沖地震及び大津波により甚大な被害を受け、被災地を

管轄する事務所はもとより、各事務所（管理所を含む。）においてもテックフ

ォースやリエゾンの派遣、復旧・復興への対応や応援と多忙を極めた。

このような状況の中、平成２３年度の一般監査を実施することへの戸惑い

を抱きつつも、多くの方々のご理解・ご協力により、無事監査を終了するこ

とができ、ここに改めて感謝申し上げます。

さて、監査は、地方整備局監査規則（平成１３年１月６日国土交通省訓令

第７９号）第２条に基づき、事務の合理的運営、官紀の保持及び不正行為の

防止に資することを目的として実施している。

そのうち一般監査は、同規則第６条に基づき定期的に行うことと定められ

ており、平成２３年度においては、東北地方整備局管内の１３の事務所及び

河川部を対象に実施した。

その結果、同規則第１３条に基づく「事態が重大でかつ急を要すると認め

る事項」及び同規則第１５条に基づき局長あて復命した内容について、同規

則第１６条第２項に基づく「局長からの指示」に該当する事項はなかった。

なお、同規則第１２条に基づく「軽易な事項」については、監査の中で担

当職員に改善を求めるとともに、必要と認められるものについては「結果通

知書」により事務所長に対し通知し、監査実施後に改善が図られている。

本報告書については、一般監査の対象となった事務所だけでなく、すべて

の事務所において今後の業務の参考として活用されることを切望するもので

ある。
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第１ 監査の実施

１ 基本方針

一般監査の実施にあたっては、「地方整備局監査規則」及び「東北地方整備局監査実施

要領」に基づき、全地方整備局等共通重点項目及び東北地方整備局監査重点項目並びにそ

の他の通常項目を定め監査を実施した。

なお、入札・契約業務に関しては、「入札及び契約に関する監査の強化・充実について」

（平成２０年８月６日大臣官房総括監察官通知）に基づき、入札・契約業務における不正

行為等が行われていないかを調査するため、東北地方整備局監査重点項目として実施した。

２ 重点項目

（１）全地方整備局等共通重点項目
① 行政情報の管理等について

② コンプライアンス ～官紀の保持・不正行為の防止等について～

（２）東北地方整備局監査重点項目
① 事故防止の取組について

② 職員の健康管理・保持増進について

③ 業務改善による経費節減について

④ 入札・契約業務の実施状況について

⑤ 施工プロセスの取組状況について

３ 監査実施事務所

管内における一般監査については、３年間ですべての事務所を一巡する計画で実施して

おり、今年度においては４１事務所中１３事務所及び河川部について、対象期間を平成２

２年度から監査実施日までとして実施した。

なお、平成２３年度における一般監査実施事務所は、次表のとおりである。
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監査実施事務所及び監査日 監 査 官 等

三春ダム管理所 主任監査官、入札契約監査官、監査官（事務）、監査官（技術）
８月２９日～３０日 （４名）

秋田河川国道事務所 主任監査官、入札契約監査官、監査官（事務）、監査官（技術）、
９月７日～８日 監査補助者（情報通信技術課 建設専門官）、

監査補助者（用地補償課 課長補佐）
（６名）

鳥海ダム調査事務所 主任監査官、入札契約監査官、監査官（事務）、監査官（技術）、
９月９日 監査補助者（情報通信技術課 建設専門官）

（５名）

青森河川国道事務所 主任監査官、入札契約監査官、監査官（事務）、監査官（技術）、
１０月１２日～１３日 監査補助者（情報通信技術課 建設専門官）、

監査補助者（用地企画課 用地官）
（６名）

最上川ダム統合管理事務所 主任監査官、入札契約監査官、監査官（事務）、監査官（技術）、
１０月１８日～１９日 監査補助者（情報通信技術課 建設専門官）

（５名）

酒田河川国道事務所 主任監査官、入札契約監査官、監査官（事務）、監査官（技術）、
１０月２０日～２１日 監査補助者（情報通信技術課 建設専門官）、

監査補助者（用地対策課 用地官）
（６名）

鳴子ダム管理所 主任監査官、入札契約監査官、監査官（事務）、監査官（技術）
１０月２５日～２６日 （４名）

国営みちのく杜の湖畔公園事務所 主任監査官、入札契約監査官、監査官（事務）、監査官（技術）、
１０月３１日～ 監査補助者（情報通信技術課 建設専門官）

１１月１日 （５名）

湯沢河川国道事務所 主任監査官、入札契約監査官、監査官（事務）、監査官（技術）、
１１月９日～１０日 監査補助者（情報通信技術課 建設専門官）、

監査補助者（用地企画課 用地官）
（６名）

釜房ダム管理所 主任監査官、入札契約監査官、監査官（事務）、監査官（技術）
１１月１４日 （４名）

北上川ダム統合管理事務所 主任監査官、入札契約監査官、監査官（事務）、監査官（技術）、
１１月１７日～１８日 監査補助者（情報通信技術課 建設専門官）

（５名）

秋田港湾事務所 港湾空港情報管理官、港湾空港部品質確保室 業務審査係長
１月２７日 （２名）

青森港湾事務所 港湾空港情報管理官、港湾空港部品質確保室 業務審査係長
１月３１日 （２名）

河 川 部 主任監査官、監査官（事務）、
１１月２９日～３０日 監査補助者（情報通信技術課 建設専門官） （３名）
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第２ 重点項目に関する監査

全地方整備局等共通重点項目

１ 行政情報の管理等について

（１）監査目的
行政機関が保有する情報については、国民への説明責任を果たすための情報公開や、

保有する個人情報の保護のために適正な管理を行うこととされている。

また、それが流失した際には関係者に対して多大な不利益を与えるだけではなく、

行政事務の遂行上も多大な支障を生じさせるおそれがあることから、情報セキュリテ

ィの確保等情報管理の徹底にも努めているところである。

加えて、行政文書の管理についての法的な規律を明確にし、適切な公文書の管理体

制の確立等を目的とする「公文書等の管理に関する法律」が平成２３年４月１日から

施行され、また、新たな行政文書管理規則等についても平成２３年４月１日から施行

されている。

これらのことを踏まえ、次の項目について監査を実施した。

（２）監査対象項目

① 行政文書の管理・保管

② 個人情報の保護

③ 情報セキュリティポリシー

（３）監査結果

① 行政文書の管理・保管

平成２３年４月１日付けで新たに制定された「国土交通省行政文書管理規則」（国

土交通省訓令第２５号）及び同日付けで改正された「東北地方整備局事務所等文書

管理細則」（東北地方整備局訓令第７号）等に基づく、適切な管理体制の構築、行

政文書ファイル管理簿の登録、文書保存及び文書廃棄状況等を確認した。

監査の結果、文書の管理体制については、すべての事務所において副主任文書管

理者、文書管理者及び文書管理担当者の役割を認識し、「標準文書保存期間基準」

の作成や「行政文書ファイル管理簿」へのデータ登録についても、概ね適切に行わ

れていた。

また、保存文書との突合、保存期間の延長及び文書の廃棄については、例年１１

月に実施されている「国土交通省文書整理月間」等を利用し、事務所の実情に応じ

概ね適切に行われていたものの、ごく一部ではあるが、取組に不足がある事務所が

見受けられた。
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② 個人情報の保護

個人情報保護制度の職員への周知状況、「国土交通省の保有する個人情報の適正

な管理のための措置に関する指針及び開示請求等に係る審査基準」及び「国土交通

省の保有する個人情報の適正な管理のための措置に関する指針及び開示請求等に係

る審査基準第１４条及び第１９条第４項の取扱いについて」等に基づく保有個人情

報取扱状況記録台帳等の整備状況、個人情報の取得にあたっての利用目的の明示状

況及び個人情報が含まれている文書の廃棄状況等について確認した。

監査の結果、個人情報保護制度の職員への周知については、綱紀粛正対策委員会、

幹部会及び朝会等の場を活用し周知され、個人情報の取得にあたっての利用目的の

明示については、アンケートの実施、イベントへの参加申込及び期間業務職員の採

用面接時における面接カード作成時等において概ね適切に行われていた。

しかしながら、保有個人情報取扱状況記録台帳の整備については、大多数の事務

所において取組に不足が見受けられた。

なお、個人情報が含まれている文書の廃棄については、速やかなシュレッダー処

理や機密文書として職員立ち会いのもとの運搬・焼却処分等適切に処理が行われて

いた。

③ 情報セキュリティポリシー

「国土交通省情報セキュリティポリシー」を遵守するための具体的な手順として

策定された「東北地方整備局セキュリティポリシー実施手順書」に基づく、適切な

組織体制の構築、管理及び運用並びに職員への周知状況等を確認した。

監査の結果、「情報セキュリティ対策に係る組織体制の整備及び教育」について

は、支部体制表の作成周知、外部委託先へ実施させるセキュリティ対策周知が概ね

実施されているが、一部の事務所において、支部体制の担当者や役割の周知、セキ

ュリティ連絡担当者の指名やセキュリティ事案発生時の緊急連絡網の整備について

取組に不足が見受けられた。

「情報の利用・保存・移送及び消去」については、要保護情報の流出や紛失、盗

難等は発生していなかった。

「情報システムに係る台帳整備」については、すべての事務所において構成や利

用者を特定するための台帳が作成整理されていた。

「不正プログラム対策」については、すべての事務所においてウィルスソフトや

セキュリティパッチの最新化等の対策に取り組んでいた。

「電子計算機及び端末に係る安全対策」については、サーバ室への立入制限や入

退室管理簿による記録、モバイルやノート型パソコン借用時の所定様式に基づく事

務処理が実施されていた。また、モバイルパソコン等の貸出・返却時の所定のメン

テナンス及びノート型パソコンのセキュリティワイヤ固定の安全対策は、すべての

事務所で適切に行われていた。
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（４）監査意見

① 個人情報の保護について、「国土交通省の保有する個人情報の適正な管理のた

めの措置に関する指針及び開示請求等に係る審査基準」及び「国土交通省の保有

する個人情報の適正な管理のための措置に関する指針及び開示請求等に係る審査

基準第１４条及び第１９条第４項の取扱いについて」等に基づき、保有個人情報

取扱状況記録台帳等を適切に整備されたい。

② 情報セキュリティポリシーの遵守について、全体的には重大な問題点はなく概

ね適切に取り組まれていたものの、一部の事務所において次のような取組を行う

よう指示した。

・情報セキュリティ対策に係る職員への教育について、説明会や教育ツールの

イントラネット掲載等の方法を用い、期間業務職員を含め教育周知の取組を

行われたい。

・情報セキュリティ連絡担当者や役割の周知、情報セキュリティ事案発生時の

緊急連絡網の整備・周知の取組を行われたい。

今後とも取組には万全を期すとともに、これらセキュリティポリシー推進には

職員の意識向上が不可欠であり、更なるセキュリティ教育普及の充実も重要であ

る。

また、要保護情報の移送を行う場合の許可申請の徹底、情報の持ち出しや移送

についての周知、要保護情報の漏洩やウィルス感染対策として、外部記録媒体の

取扱管理強化等積極的な取組を行うことが必要である。

２ コンプライアンス ～ 官紀の保持・不正行為の防止等について ～

（１）監査目的
国家公務員には、透明かつ公正な行政運営を図るべく倫理を保持し、不正な行為に

より国民からの信用を失墜することのないよう官紀の厳正な保持が求められている。

国民からの疑惑や不信を招くような行為の防止を図り、国民の信頼を確保すること

を目的とした「国家公務員倫理法」及び「国家公務員倫理規程」が平成１２年４月か

ら施行されている。

また、東北地方整備局の「発注事務に関するコンプライアンス・マニュアル」につ

いても、平成１８年１０月の作成以来随時改正され、携帯用の「コンプライアンスカ

ード」の全職員への配布、平成２１年４月の改正による発注担当職員が業者と対応す

る際のルールの厳格化、不当な働きかけの防止制度の拡充など、厳正な業務運営と職

員の服務・規律の確保に取り組んでいるところである。

これらのことを踏まえ、次の項目について監査を実施した。
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（２）監査対象項目

① コンプライアンスの周知状況

② 公益通報制度の周知状況

③ 不当要求行為等に対する対応状況

（３）監査結果

① コンプライアンスの周知状況

「国家公務員倫理法」、「発注者綱紀保持規程」及び「コンプライアンス・マニュ

アル」等の職員への周知状況を中心に確認し、また、「綱紀粛正対策委員会の活用

状況」や「職員による非違行為の未然防止の取組状況」、「セクシャル・ハラスメン

トの防止対策状況」等について、職員への周知状況に加えて具体的な取組状況を確

認した。

監査の結果、多くの事務所において、綱紀粛正対策委員会、幹部会及び朝会等を

通じて周知に努め、非違行為の未然防止に努めていることが確認できた。

その中で各事務所が工夫している取組をあげると、

・事務所独自の「コンプライアンス勉強会」を開催し、倫理や発注者綱紀保持等

の周知を図っている。

・コンプライアンス関連の周知は、資料と口頭との２つの方法で行うことを徹底

している。

・倫理に関するセルフチェックシートについて、管理所版（会社名を地元企業名

に置き換え、個人名を管理所所属職員名に置き換えたもの。）を作成し、倫理

を身近なものとしている。

等様々な工夫が見られた。

一方、非違行為が発生した事務所においては、臨時の綱紀粛正対策委員会を開催

し、再度の官紀の保持を職員全員で確認していた。

② 公益通報制度の周知状況

平成１８年４月１日付けで「公益通報者保護法」が施行され、同日付けで国土交

通省においても「国土交通省の公益通報に係る事務処理要領」が制定された。

また、この事務処理要領は、最新の平成２１年５月２１日を含め３度にわたり改

正されており、これら制度の周知状況と公益通報がなされた際の対応方法等につい

て確認した。

監査の結果、公益通報体制の整備については、綱紀粛正対策委員会や幹部会で周

知を図っているほか、事務所イントラネットに掲出することにより、全職員へ周知

を図っている事務所も複数見られた。

ただし、公益通報窓口は本省１箇所に設置されているだけであり、事務所職員に

はなじみが薄く、監査官室も含めて更なる周知を図る必要がある。
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③ 不当要求行為等に対する対応状況

不当要求行為等の発生を未然に防止し適切に処理することにより、職員の安全と

事務事業の円滑かつ適正な執行を確保することを目的に、平成２１年９月に制定さ

れた「東北地方整備局不当要求行為に関する対応要領」及び「不当要求行為対応マ

ニュアル」に基づき、不当要求行為等への対応状況、記録体制の整備状況、関係機

関との連携状況、不当要求防止責任者の選任及び講習の受講状況等の取組状況を確

認した。

監査の結果、不当要求行為等に関する体制の整備については、各事務所とも熱心

に取り組んでいることが確認できた。

なかには、すべての管理職を不当要求防止責任者として届出している事務所も見

られた。

また、実際に対応する場合の、場所、カメラの設置及び対応者の決定については、

各事務所間で庁舎や予算の制約等による差があるものの、できる範囲での体制が整

備されていた。

なお、一部ではあるが、事務所独自のマニュアルの作成や不当要求防止責任者の

変更届が行われていない事務所が見受けられた。

昨年３月１１日の東日本大震災に関連して、「学校の災害対応マニュアル」につ

いて、その学校の立地等個別事情を反映したマニュアルが作成されず、市が配布し

た参考資料を引用しただけのケースが相当数存在していたとの報道があった。

不当要求行為等対応のための独自のマニュアルが作成されていない事務所におい

ては、本局からのマニュアルを参考にし、事務所の実態に合わせたマニュアルを作

成するとともに、マニュアルに基づく訓練等を実践しながら常時見直しを行うよう

検討されたい。

（４）監査意見

① 公益通報制度について、制度の内容や公益通報がなされた際の対応方法等につ

いて今後とも更なる周知を図られたい。

② 不当要求防止責任者の選任について、変更があった場合の届出や講習会の受講

を実情に合わせ速やかに実施されたい。

③ 「東北地方整備局不当要求行為に関する対応要領」及び「不当要求行為対応マ

ニュアル」に基づき、各事務所の実態に合わせた事務所版マニュアルの作成及び

更新を検討されたい。
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東北地方整備局監査重点項目

１ 事故防止の取組について

（１）監査目的
平成２２年度の工事事故の発生状況及び特徴は、（３）①の工事事故の発生状況の

とおりであり、工事事故防止を図るには、引き続き工事関係者全員の安全意識の高揚

を図り、基本動作や安全ルールの徹底、危険予知とその対策等、各種事故防止対策を

積極的に推進していくことが必要であり、次の項目について監査を実施した。

（２）監査対象項目

① 「平成２３年度における建設工事事故防止のための重点対策の実施につ

いて」（平成２３年４月８日付け企画部長通知）の周知及び取組状況

② 工事事故防止対策状況（事故防止対策委員会の開催、安全パトロールの

実施、盗難防止対策等）

③ 事故発生時における対応及び連絡体制の確立状況

（３）監査結果

① 工事事故の発生状況

平成２２年度の工事事故発生件数は、全体で１２３件となり、過去最多の事故件

数であった平成２０年度の１４２件は下回ったものの、死亡者が昨年と同数の４名

となるなど、高止まりの状態で推移している。

原因別分類では、最も多いのが「建設機械」であり、昨年度比１．５倍増の２８

件の事故が発生している。

なお、「建設機械」において最も多いものは、バックホウ等による埋設管等の損

傷及び架空線の切断といった物損公衆である。

一方、労働災害においては、「ロータリー除雪車の異物除去中に、ロータリーを

回転させた」ことにより、作業員１名が死亡するという重大事故が発生しており、

その他にも「作業員が土質改良機の清掃作業中に、オペレータが機械の始動を行

ったため指を切断」、「トンネル内で作業員がバックホウに轢かれ負傷」等現場従

事者が重傷を負う事故が多発している。

監査では、作業の質の向上を重視した作業計画の徹底や、各種安全点検チェック

リストの確認、安全教育の開催状況及び安全パトロールの実施状況等について確認

した。
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② 「平成２３年度における建設工事事故防止のための重点対策の実施につ

いて」の周知及び取組状況

監査では建設工事事故防止のための重点対策の策定、周知、実施及び対応状況等

発注者が実施しなければならない内容を確認したところ、適切に周知し対応してい

た。

③ 工事事故防止対策状況（事故防止対策委員会の設置及び開催、安全パト

ロールの実施、盗難防止対策等）

各事務所とも「事故防止対策委員会」が設置され、総会や安全パトロール、安全

大会等の活動を行っており、概ね適切に事故防止対策を実施していた。
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④ 事故発生時における対応及び連絡体制の確立状況

各事務所においてそれぞれ工夫した安全対策に関する措置や意識高揚の取組が行

われていた。

しかしながら、一部の工事では、安全訓練の実施が会議方式のみとなっているも

のや、工事の施工計画書に記載される緊急時連絡体制のうち、連絡順序や役割分担

が不明確なものが見受けられた。

⑤ 事務所独自の取組事例（推奨事例の把握・普及）

新直轄事業を担当している事務所においては、トンネルや長大橋の工事が複数発

注されていることから、「受注者による連絡協議会」が組織化され、同工種を含め

各工事の相互安全パトロールが開催されていた。

また、安全パトロール時に、副所長又は担当課長からの「事故防止・安全に関す

る講話」を開催し、安全への認識を深める取組も行われていた。

（４）監査意見

① 平成２４年１月末現在の工事事故は１０９件で、昨年同期の９６件と比較して

も高止まりの状態となっており、死亡事故も２件発生していることから、引き続

き工事関係者全員の安全意識の高揚を図り、基本動作や安全ルールの徹底、危険

予知とその対策等、各種事故防止対策を積極的に推進されたい。

さらに、発注者側が抜き打ちの安全点検を行うなど一層の工事事故防止に努め

られたい。

② 工事及び業務の施工計画書の記載内容で、緊急時連絡体制の連絡順序や役割分

担が明確となっていないものがあり、施工計画書の提出時に明確にするよう指導

するとともに、万が一の場合に機能するよう安全訓練に取り入れるなどの方策を

とられたい。

③ ダム管理所等における工事において、受注者が作成する緊急時の連絡体制に、

河川下流域の河川管理者が明記されていないものが見受けられ、受注者及び監督

職員への再周知・徹底を図られたい。

２ 職員の健康管理・保持増進について

（１）監査目的
職員の心身の疾病の発生を予防することにより、生涯にわたる健康な生活を実現す

るため、国家公務員法第７３条の能率増進計画に基づく「国家公務員福利厚生基本計

画」、人事院規則１０－４「職員の保健及び安全保持」及び「国土交通省職員健康

安全管理規則」等に基づき健康の管理、保持増進を図り、その重要性についても積
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極的に普及啓発を実施しているところである。

これらのことを踏まえ、次の項目について監査を実施した。

（２）監査対象項目

① 心の健康づくり

② 生活習慣病の予防対策

③ 健康診断の実施状況

④ 超過勤務に係る健康管理

⑤ 受動喫煙防止対策

⑥ 職場の環境衛生対策

（３）監査結果

① 心の健康づくり

② 生活習慣病の予防対策

例年１０月に実施されている「国家公務員健康週間」における取組状況を主に確

認したが、外部講師による講話、ＤＶＤ・ビデオ視聴、担当職員による講習会の実

施等適切な取組が行われていた。

なかには、職員自らの手による体力測定や骨密度測定の実施、ＴＶ会議システム

を活用した事務所・支所連携しての講話の実施等工夫した取組も見られた。

なお、月１回程度、健康管理担当者からサイボウズのメッセージ機能を利用した

「健康管理情報」を発信し、タイムリーな話題提供を行っている取組も見られた。

また、メンタルヘルスについても、外部カウンセラー及び内部カウンセラーの配

置や講話・講習会の開催、相談日の周知や管理職員への相談の実施、事務所イント

ラネットへの関連資料の掲出等適切な取組が行われていた。

さらに、「東日本大震災の被災者に対する臨時カウンセリング」や「役職等に応

じた外部カウンセラーとの懇談会」等特筆すべき取組も見られた。

③ 健康診断の実施状況

各種通知等に基づく、一般定期健康診断、特別健康診断（自動車等の運転を行う

業務等）、ＶＤＴ健康診断、自操運転者の健康診断、婦人科検診及び期間業務職員

の健康診断等の実施状況について確認したが、いずれも適切に行われていた。

また、健康診断後の結果通知、再検査及び指導区分の通知についても、実情に即

し速やかに行われていた。

なお、毎月実施されている健康管理医による健康相談についても、職員の参加を

促すため、メール・庁内放送での周知に加え直接の声がけなどきめ細やかな呼びか

けを行ったり、個室において相談に応じるなど工夫した取組が行われている事務所

も見られた。
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④ 超過勤務に係る健康管理

長時間の超過勤務に伴う面接指導や臨時の健康診断の実施について確認したが、

毎月の超過勤務時間を適時に把握し、該当者があった場合は事前に所属長及び本人

に連絡し日程調整のうえ実施するなど適切な対応が行われていた。

なお、本年度は、「東日本大震災」に関係した災害対応業務等により、臨時の健

康診断を受診した職員が例年に比べ多くなっている傾向が見られた。

⑤ 受動喫煙防止対策

「職場における喫煙対策に関する指針」等に基づく取組状況を確認したが、すべ

ての事務所において対策が実施されており、庁舎外の喫煙所又は空間が分離された

喫煙室の設置が行われていた。

なお、全職員を対象に受動喫煙防止に係るアンケート調査を行うなど工夫した取

組も見られた。

⑥ 職場の環境衛生対策

各事務所の設備状況に応じて必要となる空気環境測定や執務室内の照度測定状況

について確認したが、概ね適切に実施されていたものの、一部ではあるが取組に不

足がある事務所が見受けられた。

また、「国家公務員健康週間」時等における職場懇談会について、事前に意見を

求め改善案を提示したり、ＴＶ会議システムを活用した開催等工夫した取組も見ら

れた。

（４）監査意見

職場の環境衛生対策として、空気環境及び執務室内等の照度については、「人

事院規則１０－４（職員の保健及び安全保持）」、「人事院規則１０－４（職員の

保健及び安全保持）の運用について」、「事務所衛生基準規則」及び「職場におけ

る喫煙対策に関する指針について」等に基づき、事務所の空気調和設備や喫煙室

等の設置状況に応じ、その測定を行いながら適切な環境を維持するよう努められ

たい。

３ 業務改善による経費節減について

（１）監査目的
業務改善及び経費節減については、「国土交通省所管事業の執行について」（国土交

通事務次官通知）に基づく取組を含め、節減合理化等の効率的な実施や一層の経費節

減に努めているところである。

これらのことを踏まえ、監査においては「業務改善による経費節減」の観点から次

の項目について監査を実施した。
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（２）監査対象項目

① 業務改善、効率的業務執行状況（ＩＴの活用等）

② 電気、水道及び通信費等の節減対策

③ 消耗品の使用に係る節減対策

④ 不用品・廃棄物の処理対策

（３）監査結果

① 業務改善、効率的業務執行状況（ＩＴの活用等）

ア）ＩＴ（電子決裁・イントラネット・ホームページ等）の活用について

ホームページ等の活用については、多くのユーザーから求められている「集中

豪雨時の河川水位状況」、「冬季における峠の道路情報」及び「放流時の情報提供」

等の情報をリアルタイムで提供できるようリニューアルが図られていた。

また、事務所独自のイントラネットシステムを構築し、職員の情報共有の場と

して、各種情報の周知や集約、取扱規則・様式の掲出等に活用している事務所が

複数見られた。

なお、このようなイントラネット掲出の内容について、事務所間での情報交換

を行い、広く情報共有を行うことも望まれる。

電子決裁システムの活用について、特別の原因は不明であったが、利用率が平

成２１年度の９５％から平成２２年度が４１％、平成２３年度には３７％まで下

がった事例が見受けられた。

添付資料等制約を受けるものもあるが、業務の効率化につながるものについて

は、積極的な電子決裁への移行に努められたい。

イ）電子納品について

抽出した工事及び業務について、成果品の提出状況を確認した結果、事前に電

子納品に関する協議が取り交わされており、「電子と紙との二重提出」等による

受注者とのトラブルもなく、また、ウィルスチェックも行われており適切に処理

されていた。

なお、最終的に提出された電子成果品については、所内担当課が全発注課のと

りまとめを行っており、「保管管理システム」へ登録のうえ、電子媒体（副）を

東北技術事務所あてに適切に送付していた。

ウ）事務所独自の取組について

社会資本整備における地域内での「情報の共有化や技術力の向上」を図ること

を目的として、事務所内で定期的な報告会を行ったり、「事務所長特命プロジェ

クトチーム」を結成し、地域要望を取り入れた事業展開を迅速かつ効率的・効果

的に行っている取組が見られた。

また、①発注工事全体の定期的な工程調整会議、②技術審査前の「事前審査会」

による意思の疎通、③発注後の工事施工トラブル回避のための発注課と主任監督
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員との「申し合わせ事項会議」等事務所全体でマネジメントが図られている事例

も見られた。

災害時の対応としては、事務所長以下関係職員及び防災エキスパート等による

「災害時シミュレーション」の実施、無堤地区において地元との定期的な対話方

式による災害対応の検討を実践している事例も見られた。

② 電気、水道及び通信費等の節減対策

光熱水道等の経費節減については、各事務所とも日常的に取り組んでいることが

確認できた。

加えて、昨年３月１１日の東日本大震災と福島第一原発事故を受けて、東北地方

整備局長から発出された「「国土交通省節電実行計画」の着実な実施について」に

基づき、各事務所とも節電行動リストを作成し節電に取り組んでいた。

なかには、個々の設備の消費電力を測定し、効率・重点的に節電に努めた事務所

も見られた。

③ 消耗品の使用に係る節減対策

コピー用紙等の節減については、両面コピー、裏面再使用は各事務所とも日常的

な取組となっている。

なお、リユースで注意しなければならないのは、おもて面に個人情報等が記載さ

れていないことを確認することである。ゴム印でその旨表示して誤用を避ける取組

をしている事務所もあるほか、各事務所とも個人情報の漏洩には配慮が見られた。

コピー機に使用単価を貼り付けて、カラーコピーの使用縮減を図っている事務所

も見られた。

また、消耗品に係る経費節減として、フラットファイルやチューブファイルの再

使用、詰め替え消耗品の活用等、工夫した取組が見られた。

④ 不用品・廃棄物の処理対策

不用となった物品等の計画的な売払いや、廃棄物について分別回収を行い再生資

源として活用させるなど事務所の実情に応じ適切に行っていた。

（４）監査意見

業務改善及び経費節減については、「国土交通省所管事業の執行について」（国

土交通事務次官通知）に基づく取組を含め各事務所において工夫した取組を実施

しているところである。

また、今年度においては、東日本大震災を受け、「国土交通省節電実行計画」

の取組も行ったところである。

予算や事業の執行等においては、今後とも計画的な執行、節減合理化に向けた

取組に努められたい。
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４ 入札・契約業務の実施状況について

（１）監査目的
入札・契約業務に関する監査は、入札・契約業務における不正行為等が行われてい

ないかを調査するため、発注手続、契約業務及び監督業務等を中心に次の項目につい

て監査を実施した。

（２）監査対象項目

① 発注手続きについて

② 予定価格等の作成・保管について

③ 契約業務について

④ 監督業務について

⑤ 検査業務について

⑥ 事業者との対応について

（３）監査結果
監査にあたっては、契約担当課長、発注担当課長を主として、その他に主任監督員

である出張所長、建設監督官、建設専門官からも説明を受けた。

① 発注手続きについて

・入札・契約手続運営委員会等は、設置要領を定め運用されており、適時開催さ

れていた。

・委員会における配布資料については、委員会終了後、契約担当課長等がその場

で回収し、回収直後にシュレッダーにより処分されていた。

・委員会設置要領の構成委員と実際の構成委員を確認した結果、一部の事務所に

おいて設置要領と異なっていた。

組織改正の都度改正が必要となるので、現状に合致するよう設置要領を速やか

に改正するよう求めた。

・ダム管理所における技術審査会には、平成２３年７月に「隣接事務所の併任者

を構成員として参加させる」旨の通知文が発出されており、審査会の運用は通

知文に沿って実施しているものの、審査会の規約等が改正されていない管理所

が見受けられ、規約改正等を速やかに実施するよう求めた。

② 予定価格等の作成・保管状況について

・予定価格の作成過程、管理職員の役割（自ら一般管理費の積算を行い予定価格

情報を管理する）を確認したが適切に行われていた。

・建設コンサルタント業務等に係る歩掛りの設定のための見積依頼は、指名した

すべての者に対して事務所長からの文書により適切に行われていた。
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・予定価格や予算書の保管については、落札又は契約の相手方の決定までは、契

約担当課長等により施錠可能な書架等に厳重に保管されていた。

・発注担当課から契約担当課への予定価格や予算書の受け渡しは、秘密文書送付

一覧表を作成し行うことになっているが、監査した一部の課では送付一覧表を

作成することなく行われていたので、送付一覧表を作成し受け渡しを行うよう

求めた。

③ 契約業務について

・契約関係書類の整理等は、文書管理規則等に基づき適切に行われていた。

・監督職員は、工事の請負契約ごとに監督命令書により適任者を任命していた。

・適法な支払請求書受理後、支払遅延防止法に定める期間内に適切に支払いが行

われていた。

・契約内容に係わる情報の公表は適切に行われていた。また、速やかな公表に努

めていた。

・工事の一時中止が生じた場合は、工事一時中止に係るガイドラインに基づき、

工期延長、設計変更等適切に行われていた。

・変更見込金額が３０％を超える工事について、事務所内の手続きを得ていたも

のの、事前の本局担当課への確認が行われていない事案が一部見受けられたた

め、通知文に則り事前に本局の確認を得るよう求めた。

・不用品の取得後は速やかに売払い等により処分するよう求めた。

④ 監督業務について

・主任監督員等の役割・実務状況、発注担当課との連携等が確認できた。

・工事現場の進捗状況等について、主任監督員は適時総括監督員に報告していた。

・請負者との打合せ事項は、指示書、協議書により適切に行われていた。

・工事発生品の処理について、共通仕様書に基づき適切に処理されていた。

⑤ 検査業務について

・検査は、完成通知書（業務完了報告書）を受けた日から、工事においては１４

日以内、業務においては１０日以内に適切に行われていた。

・検査調書には、検査年月日の記入、検査職員の記名押印等適切に行われていた。

・分任官発注における工事検査体制について、発注担当課長あるいは、総括監督

員（ダム管理所長）自らによる検査が行われていた事例が見受けられたため、

適正な工事検査体制をとるよう求めた。

⑥ 事業者との対応について

・入室規制の状況については、玄関や執務室出入り口への提示等により、自由な

出入りが制限されている旨周知されていた。

・執務室には受付カウンター等を配置し、打合せテーブルも他の職員の視界に入

るオープンな位置に配置するなど執務環境の整備が行われていた。

・事業者等との対応は、複数の職員によることを原則としていた。

16



（４）監査意見

① 工事検査体制（分任官工事）について、発注担当課長あるいは、総括監督員（ダ

ム管理所長）による検査官任命が行われていた事例が見受けられたが、適正な工

事検査体制を構築されたい。

② ダム管理所の技術審査会には、平成２３年 7 月に、隣接事務所の併任者を構成

員として参加させるよう通知文が発出されており、審査会の開催にあたっては担

当職員と十分な連絡調整を図り、適正な技術審査体制を構築するとともに、規約

改正等を速やかに実施されたい。

③ 管内の事務所において、盗難事件が発生していることから、工事発生品の管理

については、より一層適正な管理に努められるとともに、不用品等については速

やかに売り払い等により処分されたい。

５ 施工プロセスの取組状況について

（１）監査目的
平成１８年９月「国土交通省直轄事業の建設生産システムにおける発注者責任に関

する懇談会」の「中間とりまとめ」において、発注段階では予見不可能であった諸問

題が工事現場において発生した場合に、対処に必要な発注者の意思決定に時間を費や

し、実働工期が短くなり工事等の品質が確保されないケースが発生しているとの指摘

がなされた。

このような指摘を踏まえて、より円滑な事業執行に向け「工事調整会議」の開催、

「ワンデーレスポンス」の試行、土木工事を対象とした「工事請負契約における設計

変更ガイドライン（案）」及び「工事一時中止に係るガイドライン（案）」の策定が行

われてきたところである。

さらに、平成２３年度の所管事業の執行にあたっては、「平成２３年度国土交通省

所管事業の執行について」（平成２３年４月１日付け国土交通事務次官通知）を受け

て発出された「事業の適正な執行について」（平成２３年４月２５日付け企画部長通

知）に基づき、一層の計画的な事業執行、適正な工期及び履行期間の確保、施工効率

向上プロジェクトの推進及び総合的なコスト構造改善の推進等が求められているとこ

ろである。

これらのことを踏まえ、次の項目について監査を実施した。
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（２）監査対象項目

① 工事発注後の設計変更に係る対応状況

② 施工効率向上プロジェクトの実施状況

③ コスト構造改善の取組状況

（３）監査結果

① 工事発注後の設計変更に係る対応状況

入札及び契約に関する監査の強化として、工事契約の中で特に変更額が３０％程

度を超える工事、工期が著しく延長（一部一時中止の内容・理由）となった工事を

主に抽出し、設計変更に係る対応を中心に確認した。

監査の結果、設計図書で条件明示されている部分については、指示書･協議書等

が適切に取り交わされていた。

また、監督員と発注担当課との報告・連絡・相談も適切に行われ、「変更伺い」

や「工事の一時中止」の手続きなども適切に行われていた。

② 施工効率向上プロジェクトの実施状況

「工事調整会議（三者会議）」、「ワンデーレスポンス」及び「設計変更審査会」

の実施状況並びに平成２０年３月に策定された「工事請負契約における設計変更ガ

イドライン（案）」、「工事一時中止に係るガイドライン（案）」の周知、活用状況等

を確認した。

監査の結果、「工事調整会議」、「ワンデーレスポンス」については、ほとんどの

工事で実施されていたものの、「設計変更審査会」については、各事務所ともごく

わずかしか実施されておらず、なおかつ実施されている案件も、当初契約に対して

大幅な契約変更が予定される大規模な案件に限定されているのが実態であった。

いうまでもなく設計変更審査会は、主に重要な設計変更、工事中止等が必要な場

合に、受注者を含め協議・審議を行うもので、発注者又は受注者のいずれかの発議

により適時に開催されるものである。

発注者と受注者とが一堂に会して開催する設計変更審査会は、その場で設計変更

の妥当性や工事の一時中止の判断等について協議して結論を得ることができるもの

で、手続きの透明性や公正性の向上、迅速化にも繋がるものとされている。

適正な施工プロセスの確保に向けた３点セット「工事調整会議」、「ワンデーレス

ポンス」、「設計変更審査会」のうち、特に「設計変更審査会」は変更の内容の確認

の他に、発注者・受注者双方の日程調整等の困難さもあるが、何らかの事象が発生

した都度双方で意思確認を行うことにより、手戻りや意志の不統一を防止し、施工

効率の向上が期待できるものであることから、各事務所とも、開催にあたっての一

定の基準を設けるなど積極的な実施を図られたい。
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③ コスト構造改善の取組状況

総合的なコスト構造改善の推進として、平成２０年度以降の新たなプログラム「国

土交通省公共事業コスト構造改善プログラム」に基づき総合的なコスト構造改善を

積極的に推進し、次の取組により平成２０年度から５年間で総合コスト改善率１５

％以上（平成１９年度比）を達成することを目標とされている。

① 原則として、全工事を対象にコスト縮減に努めること。

② インハウスＶＥを推進し、より効果的な工事コストの縮減に努めること。

③ 民間技術を積極的に活用し、長寿命化を重視した維持管理の最適化に努めるこ

と。

監査では、事務所全体での計画から設計、工事、管理における新技術の活用状況

やコスト縮減対策への取組状況を確認し、推奨事例の把握普及に努めることとして

おり、施策に基づいたコスト縮減や独自の工夫等について、各事務所における具体

的な取組状況を確認した。

監査の結果、すべての事務所において、工事の計画・設計手法の見直しを行うた

めの「インハウスＶＥ」を実施していた。

工事段階でのコスト縮減も含めた主な取組事例を以下に示す。

・ダム放流警報表示板の機器構成見直し

・ダムの流木をリサイクル施設に運搬しチップ化するなど再生資源としての活用

・建設発生土の連携（河川事業から道路事業へ）

・堤防除草処分費の低減のための梱包化による家畜肥料への活用

・草花植栽における苗の購入ではなく種から育てる手法

・樋門操作室上屋のＲＣ構造からアルミ構造への変更による縮減

・樋門門柱ゲート構造の変更による縮減

・地盤改良における新技術活用による縮減

・受変電設備の電源の更新にあたり、従来型の交換目安７年蓄電池に替え長寿命

型蓄電池（１５年保持）を採用

コスト縮減については、前述したように平成１９年度と比較して５年間で１５％

の総合コスト改善率を達成することを目標とされていることから、引き続き努力さ

れたい。

（４）監査意見

「工事調整会議（三者会議）」「ワンデーレスポンス」については、ほとんどの

工事で良好に活用されていたが、「設計変更審査会」については、工事の一時中

止や大幅な設計変更が見込まれる工事においても未実施の事務所が多数見受けら

れ、今後、施工効率向上プロジェクトの一環として積極的に活用されたい。
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第３ 通常項目に関する監査

１ 事務関係

（１）勤務時間管理・給与関係

監査では、主に、出勤簿、休暇簿及び超過勤務命令簿等の整理状況並びに通勤手当

の認定及び事後確認状況について確認した。

出勤簿、休暇簿、週休日の振替等通知書及び超過勤務命令簿等を相互にチェックし

た中で、特に３月１１日に発生した東日本大震災に関連して、週休日の振替等通知書

及び超過勤務命令簿の記載に誤りが見受けられた。

具体的には

・週休日の振替等通知書における勤務時間や休憩時間の記載に誤りのあるもの

・週休日の振替等通知書における勤務時間と超過勤務命令簿における実施時間に整

合がとれていないもの

・週休日を勤務日に振替えしているものの、当日の超過勤務実施時間を週休日の単

価の欄に記入しているもの

等が各事務所に散見され、なかには、過年度支出や過年度戻入の措置が必要となる事

案も見受けられた。

このような状況については総務部人事課にも情報提供し、該当事務所と連絡・確認

のうえ所要の手続きにより改善され、また、再発防止のための事務連絡も既に発出さ

れたところである。

勤務時間の７時間４５分への短縮、半日振替の廃止及び超過勤務命令における単価

の細分化等事務が繁雑になっているものの、勤務時間の管理については、最も基本的

かつ重要な業務であることを再認識し、確認体制の強化等今後の更なる再発防止を図

られたい。

なお、通勤手当の認定及び事後確認については、総務部人事課からの通知文等に基

づき適切に行われていた。

（２）超過勤務縮減対策関係

職員の健康保持の観点から、各事務所における「超過勤務の縮減に向けた当面の取

り組みについて」（平成２２年５月１７日付け局長通知）の取組状況、特に前年比で

縮減が図られている事務所の特徴等を確認した。

超過勤務の縮減については、各事務所とも大きなテーマとして取り組んでいること

が確認できた。

しかし、ダムの管理事務所・管理所等では、降雨の際の体制の多少に左右されるな

ど、特有の悩みを持っていることが伺えた。

一週間に一度、すべての超過勤務命令簿を総務課に集め、命令内容及び整理状況を

チェックするとともに、朝会において実績として報告するなどの取組を行っている事

務所が複数見られた。

また、担当副所長が超過勤務が多い課・出張所に対して、個別に聞き取りを行うな

ど、きめ細やかな取組を行っていることも確認できた。
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反面、超過勤務命令簿の整理が正しく行われていない事務所も一部に見受けられ、

早急に是正するよう求めた。

なお、ごく一部の事務所ではあるが、超過勤務命令が特定の職員に偏っていた状況

も見受けられたので、健康保持の観点からも、できるだけ特定の職員に偏らない業務

執行に努めるよう求めた。

（３）安全管理関係

職員の安全管理については、「人事院規則１０－４（職員の保健及び安全保持）」、「国

土交通省職員健康安全管理規則」等に基づき危険防止等の措置が講じられているとこ

ろであり、監査では、例年７月に実施されている「国家公務員安全週間」における取

組状況、安全運転管理者及び整備管理者の手続状況並びに安全装備等の保有状況につ

いて確認した。

今年度は７月１日付けで大規模な人事異動があったものの、行事の実施時期の調整

を行うなど各事務所とも工夫して「国家公務員安全週間」に取り組んでいた。

主のものとしては、身の回りの整理整頓、救急箱の点検、避難・初期消火訓練、安

全運転講習会、救命講習会、車両点検整備講習会、職場内安全点検及び職場懇談会等

が行われていた。

また、現地調査を行う職員への安全装備品について、一式をリュックに入れて保管

し、随時貸し出し等を行っている事務所も見られた。

（４）庁舎管理関係

監査では、主に、「国土交通省庁舎の管理に関する訓令」及び「庁舎等管理責任者

の代理者の選任及び補助者の指定並びに火気責任者の指名に関する基準」に基づく手

続状況、消防法に基づく危険物保安監督者等の選任状況並びに庁舎の防犯対策の実施

状況について確認した。

庁舎等管理責任者の代理者及び補助者並びに火気責任者の指名については、各事務

所とも上記基準に基づき、平成２１年１０月１日付けで適切に手続が行われていた。

また、危険物保安監督者の選任については、該当する施設（灯油３０，０００㍑以

上貯蔵する地下タンク等）の保有状況に応じ、適切に選任していた。

庁舎の防犯対策については、施錠状況、鍵の管理及び貸与状況並びに最終退庁者の

確認状況について確認したが、いずれも、各事務所の実態に即し適切に行われていた。

なお、庁舎の施錠については、タイマーによる施錠や機械警備システムとの連動等

更なる対策を実施している事務所も多数見られた。

（５）公用車使用関係

監査では、「東北地方整備局公用車使用規則」及び「東北地方整備局におけるタク

シーの使用等に関する基準」等に基づき、主に、公用車使用の手続状況、委託車両使

用上の禁止事項等の徹底状況及びタクシー乗車券の使用・確認状況等について確認し

た。

各事務所とも、規則等に基づき適切に事務処理が行われており、特に、委託車両使

用に係る指揮命令系統については、取り扱いが徹底されていた。
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また、事務所イントラネットに独自に作成した一覧表を掲示し、配車状況が随時確

認できるように工夫している事務所も見られた。

なお、タクシー乗車券については、近年、ほとんど使用されていない状況となって

いた。

（６）行政サービス関係

監査では、主に、例年５月に実施されている「さわやか行政サービス推進月間」で

取り組んでいる総点検項目について、その状況を確認した。

各事務所とも、案内標識や庁舎内案内図、車椅子使用者用駐車施設等も設置され、

期間業務職員を含めたすべての職員が名札を着用していた。

また、電話や窓口応対、文書受付等を担当する期間業務職員を対象として説明会を

開催し、各種対応方法をきめ細やかに指導している取組も見られた。

２ 技術関係

（１）新技術の活用関係

公共工事等に関する優れた技術は、公共工事等の品質の確保に貢献し、良質な社会

資本の整備を通じて、豊かな国民生活の実現及びその安全の確保、環境の保全・良好

な環境の創出、自立的で個性豊かな地域社会の形成等に寄与するものであり、優れた

技術を継続的に創出していくためには、民間事業者等により開発された有用な新技術

を公共事業等において積極的に活用していくことが重要である。（抜粋：「公共工事等

における新技術活用の促進について」（大臣官房技術総括審議官通知））

このようなことから、別に定められている「公共工事等における新技術活用システ

ム」に基づいた活用状況を確認した結果、ほとんどの事務所で前向きな取組を行って

いた。

主な採用事例を以下に示す。

・「バイオ・オーガニック工法」（モルタル法面の緑化補強工法）

・「ツインプレートミキシング」（軟弱地盤改良工法）

・「スリップフォーム工法」（コンクリート構造物連続打設工法）

・「ジャイロアンカー」（ダム湖内での曳航自沈式アンカー）

・「パーミアコン」（透水性コンクリート舗装）などの施工者提案型の採用

また、発注者指定ではあるが、近年注目されつつある情報化技術部門として「三次

元マシンコントロールモーターグレーダ」の採用や、事故防止対策委員会総会で新技

術を紹介するなどの活用普及の努力も伺えた。

新技術は、コスト縮減の面からも有利なものも多いことから、東北技術事務所と連

携を図るなど、今後とも活用促進に向けて積極的に取り組まれたい。

（２）環境行動計画等に基づく環境対策の取組状況

「環境行動計画２００８」（平成２２年３月改定）等に基づく「ゼロエミッションへ

の対応」、「環境学習の推進」及び「建設リサイクルの推進」等の実施状況等を確認し

た。
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道路関係では、絶滅危惧Ⅱ種に指定されている「メダカ」を守るため工事箇所から

搬出し、現在もビオトープとして地元の観察会等憩いの場を形成していた。

ダム管理関係においては、特定外来種（オオクチバス）の駆除の方法として電撃捕

魚機による捕獲を行っていた。

河川管理関係では堤防除草で発生した刈草を梱包し、周辺地域の畜産農家等に無償

で提供する取組等の「ゼロエミッション」への対応や、「かわの再生事業」「かわまち

作り」として、自然再生を目標とした環境対策に地域が主体となって取り組んでいる

事例等が見られた。

３ 用地関係

（１）公共用地の円滑及び適切な取得

① 事業担当部局との連携について

用地担当課と事業担当課との連携については、年度当初及び予算要求時等定期的

な打合せに加え、懸案発生時等適時に打合せが実施され、事業担当課と事業の効率

的で確実な進捗を図るための情報共有と意思統一が図られていた。

事業計画説明会、用地取得関係説明会等においても用地担当と事業担当の双方が

出席して連携を図っており、説明会に先立って懸案の予測を行い、より円滑な説明

を心がけるなどの工夫も見られた。

② 土地収用手続の適正な活用について

事業の完成期限等を見込んだ適切な時期に事業認定等を申請するための事業認定

調整会議が定期的に開催され、土地収用手続について事務所全体の共通認識として

いた。

また、事業認定要件判断表の活用により申請に関する課題の抽出を事前に行うな

ど、計画担当、事業実施担当及び用地担当の各部局が相互連携を図り、円滑な手続

に向け取り組んでいた。

③ 未取得土地の計画的な処理について

難解な案件が時間の経過とともにさらに解決が困難となっている案件が多く、処

理件数は少ないものの、策定されている処理計画に基づき着実に処理を進めていた。

また、事務所によっては当該処理計画をより詳細にした案件毎の担当を定めるな

ど、処理件数を増すための工夫も確認できた。

今後とも確実に処理を進められたい。

④ 繰越案件等の移転状況の確認等について

移転状況の確認を適時に行うなど、工程管理を適正に行っていた。

⑤ 工事用地の管理及び供用後の図面の引継ぎについて

工事用地管理については、事業担当課を通じた境界杭設置依頼、出張所による現

地安全対策等を行っていた。
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供用後の図面引継ぎについては、未取得土地処理の関係から用地担当課が継続保

管している状況も一部見受けられた。

⑥ 「修正率」による補償金算定の状況について

用地取得の迅速化のため昨年度から導入した「物価修正率」による補償金額の算

定については、関係通知を遵守し、適正に行われていた。

（２）用地取得に係る不正防止対策

① 不当要求行為に対する組織全体による取組について

関係通知に基づき、年度当初に連絡体制及び役割分担が策定されていた。

策定された連絡体制及び役割分担を担当者へ周知し、また、事務所の幹部職員全

員が計画的に暴対講習を受講するなど、組織的な取組が行われていた。

② 不正行為防止に係る組織全体による取組について

関係通知及びマニュアルに基づき、用地取得事務の各段階での多段階チェックが

適正に行われていた。

交渉着手前の決裁や２名以上による用地交渉も遵守されており、特に、直接用地

取得契約事務に携わらない者による、補償対象物件の事前確認及び完了検査の実施

等、地方整備局独自の対策も徹底されていた。

昨年度九州地方整備局で発生した用地取得事務における不正事件を踏まえ、今後

とも的確な取組に努められたい。

（３）用地事務における経済的効率的な庁費等の予算執行

① 金券類の管理について

土地売買契約等に必要となる収入印紙については、受払簿により管理が徹底され

ていた。

印紙及び切手の購入に際しても、契約の金額や時期をもとに購入しており、多額

高額の保有をできるだけ回避するよう経理担当課等と連携して取り組んでいた。

（４）補償コンサルタント業務の発注手続状況

① 発注手続き採用方式の活用状況について

事業工程及び進捗、業務履行箇所の特色等を踏まえ、適切な発注方式により手続

を行っていた。

② 用地関係資料作成整理等業務の業務履行状況について

昨年度から導入した委託業務であるが、目的に適合した業務が適切に履行されて

いた。

業務履行における指示承諾行為も、仕様書等を遵守して行われていた。

24



第４ 推奨事例

１．コンプライアンス周知への積極的な取組

（国営みちのく杜の湖畔公園事務所・鳴子ダム管理所）

「国家公務員倫理法」、「発注者綱紀保持規程」等の所内周知にあたり、全職員を対象

とした「コンプライアンス勉強会」の開催や、「倫理セルフチェックシート」の企業名

や個人名を具体的な名称に置き換えた「管理所版の倫理セルフチェックシート」の作成

等、コンプライアンスについて分かりやすく丁寧に周知している取組は評価できる。

（国営みちのく杜の湖畔公園事務所）

（鳴子ダム管理所）
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２．不当要求行為等への対応体制の確立（酒田河川国道事務所）

不当要求行為等に対する連絡体制、役割分担及び関係機関の連絡先等について、事務

所版の対応体制要領を作成し、その中で、事務所内はもとより出張所における対応体制

についても作成し確立されていることは評価できる。

26



３．プロジェクトチームによる効果的・効率的な業務執行

（青森河川国道事務所・青森港湾事務所）

事務所内の円滑な事業執行や積極的な業務改善を推進するにあたり、独自のプロジェ

クトチームを組織しながら対応しており、問題点や各種情報を共有し、より効果的、効

率的な業務執行を図っていることは評価できる。

（青森河川国道国道事務所）

（青森港湾事務所）
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４．ＴＶ会議システムを活用したな効果的・効率的な業務執行

（最上川ダム統合管理事務所・北上川ダム統合管理事務所）

「国家公務員健康週間」、「国家公務員安全週間」等各種週間における講話や職場懇談

会、また、幹部会等の所内会議開催時においてＴＶ会議システムを活用し、事務所・支

所間の連携をとり、参加者の拡大や移動時間の省略を図っており、業務の効果的・効率

的な執行及び業務改善に向けた取組として評価できる。

（最上川ダム統合管理事務所）

（北上川ダム統合管理事務所）
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